
○地方公務員共済組合連合会定款

(昭和59年 4 月 1 日) 

 変更 昭和59年12月 1 日  平成13年 5 月 8 日  平成26年 7 月 9 日  令和 5 年 7 月13日 

昭和60年 3 月31日  平成15年 3 月27日  平成27年 3 月31日  令和 6 年 7 月 5 日 

昭和61年 4 月 1 日  平成16年 3 月31日  平成27年10月 1 日 

昭和62年 3 月31日  平成16年10月 1 日  平成28年 7 月20日 

平成元年11月27日  平成19年 2 月28日  平成29年 7 月10日 

   平成 2 年 4 月 1 日  平成19年 9 月26日  平成30年 7 月13日 

   平成 6 年 3 月28日  平成20年 4 月 1 日  令和元年 7 月16日 

平成 6 年11月21日  平成20年 7 月22日  令和 2 年 2 月28日 

平成 6 年12月 5 日  平成21年 3 月31日  令和 2 年 7 月 7 日  

平成 9 年 4 月 1 日  平成21年 8 月 7 日  令和 3 年 4 月22日平成 

平成11年 4 月 1 日  平成24年 2 月22日  令和 4 年 3 月29日 

平成12年 5 月12日  平成25年 3 月29日 令和 4 年 7 月15日 

第 1 章 総則 

（設立の根拠及び名称） 

第 1 条 この会は、地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第 152 号。以下「法」とい

う。）に基づいて組織し、地方公務員共済組合連合会（以下「連合会」という。）とい

う。 

（目的） 

第 2 条 連合会は、法第 3 条第 1 項及び第 2 項に規定するすべての地方公務員共済組合

（以下「組合」という。）並びに法第27条第 1 項に規定する全国市町村職員共済組合

連合会（以下「市町村連合会」という。）の長期給付に係る業務（国民年金法（昭和3

4年法律第 141 号）第94条の 2 第 1 項に規定する基礎年金拠出金（以下「基礎年金拠

出金」という。）の負担に関する業務を含む。次条第 1 項第 1 号において同じ。）の適

正かつ円滑な運営を図るための事業を行うことを目的とする。 

（事業） 

第 3 条 連合会は、次に掲げる事業を行う。 

( )1  組合及び市町村連合会の長期給付に係る業務に関する技術的及び専門的な知識、

資料等を組合及び市町村連合会に供すること。 

( )2  法第77条第１項に規定する付与率、同条第 3 項に規定する基準利率、法第89条第

1 項に規定する終身年金現価率、法第90条第 1 項に規定する有期年金現価率並びに

組合の退職等年金給付に係る標準報酬の月額（法第43条第 1 項に規定する標準報酬



の月額をいう。以下同じ。）及び標準期末手当等の額（法第44条第 1 項に規定する

標準期末手当等の額をいう。以下同じ。）と掛金との割合を定めること。 

( )3  法第 5 章の 2 に定めるところにより実施機関積立金及び退職等年金給付組合積立

金の運用状況の管理に関する事務を行うこと。 

( )4  厚生年金保険給付調整積立金及び退職等年金給付調整積立金の管理及び運用に関

する事務を行うこと。 

( )5  厚生年金保険法（昭和29年法律第 115 号）第84条の 5 第 1 項に規定する拠出金

（以下「厚生年金拠出金」という。）を納付し、又は同法第84条の 3 に規定する交

付金を受け入れること。 

( )6  組合及び市町村連合会の長期給付に係る業務に関し、厚生年金保険法第 2 条の 5

第 1 項に規定する実施機関との情報交換及び連絡調整を行うこと。 

( )7  法第 116 条の 2 に規定する財政調整拠出金を拠出し、又は国家公務員共済組合法

（昭和33年法律第 128 号）第 102 条の 2 に規定する財政調整拠出金を受け入れるこ

と。 

( )8  基礎年金拠出金を納付すること。 

( )9  組合から預託された業務上の余裕金を運用すること。 

( )10 その他その目的を達成するために必要な事業

2  連合会は、前項に定めるもののほか、介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）、国民

健康保険法（昭和33年法律第 192 号）、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年

法律第80号）及び地方税法（昭和25年法律第 226 号）に規定する、組合（指定都市職

員共済組合、市町村職員共済組合及び都市職員共済組合にあつては、市町村連合会。

以下この項において同じ。）が年金保険者として行う市町村又は特別区（以下この項

において「市町村」という。）に対する通知及び市町村が行う年金保険者に対する通

知の経由に係る事業並びに組合の特別徴収に係る納入金の納入の経由に係る事業を行

う。 

（事務所の所在地） 

第 4 条 連合会の事務所は、東京都千代田区内幸町 2 丁目 1 番 1 号に置く。 

（公告の方法） 

第 5 条 連合会の公告のうち、定款、役員の就退任及び第25条による公告については、

官報に掲載して行い、その他については、新聞紙、掲示その他理事長が定める方法に

より行う。 



第 2 章 運営審議会 

（運営審議会の名称） 

第 6 条 法第38条の 4 の規定に基づき連合会に置く運営審議会は、地方公務員共済組合

連合会運営審議会（以下「運営審議会」という。）という。 

（委員の定数） 

第 7 条 運営審議会の委員（以下この章において「委員」という。）の定数は、次のと

おりとする。 

( )1  組合員を代表する者以外の者である委員 11人 

( )2  組合員を代表する者である委員 11人 

（委員の任期） 

第 8 条 委員の任期は、 2 年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

（会長） 

第 9 条 運営審議会に会長を置く。会長は、第 7 条第 1 号に掲げる委員のうちから、委

員が選挙する。 

2  会長は、運営審議会の会議を総理する。会長に事故があるとき、又は会長が欠けた

ときは、あらかじめ会長が指名する委員がその職務を代理し、又はその職務を行う。 

（会議） 

第10条 運営審議会は、会長が招集する。 

2  会長は、理事長又は 9 人以上の委員が会議に付議すべき事件を示して運営審議会の

招集を請求したときは、運営審議会を招集しなければならない。 

3  運営審議会は、第 7 条各号に掲げる委員が、それぞれ 6 人以上出席しなければ会議

を開くことができない。ただし、同一の事件につき再度招集しても招集に応じた委員

がなおそれぞれの委員の定数の半数に達しないとき、又は招集に応じた委員がそれぞ

れの委員の半数に達しても出席委員が定足数を欠き会長において出席を催告してもな

お定足数に達しないとき、若しくは出席の催告に応じて出席した委員が定足数に達し

てもその後定足数に達しなくなったときは、この限りでない。 

4  運営審議会の議事は、出席委員の過半数で決する。この場合においては、会長は、

委員として議決に加わる権利を有する。 

5 前項の場合において、可否同数のときは、会長が決する。 



（代理による表決） 

第11条 委員は、病気その他やむを得ない事由により運営審議会に出席することができ

ないときは、他の組合員を代理人として議決権又は選挙権を行うことができる。 

2  前項に規定する代理人は、その旨を証する書面を運営審議会の開会前に会長に提出

しなければならない。 

（会議規則） 

第12条 運営審議会は、会議規則を設けなければならない。 

（会議録） 

第13条 会長は、会議録を調製し、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

( )1  開会の日時及び場所（当該場所に存しない委員が運営審議会に出席した場合にお

ける当該出席の方法を含む。） 

( )2  委員の定数 

( )3  出席委員の氏名並びに欠席委員のうち議決権又は選挙権の委任をした委員の氏名

及び委任を受けた組合員の氏名 

( )4  議事の要領 

( )5  議決した事項及び賛否の数 

（運営審議会の傍聴） 

第14条 組合員は、運営審議会の会議を傍聴することができる。ただし、運営審議会に

おいて傍聴を禁止する旨の議決があったときは、この限りでない。 

（委員の旅費） 

第15条 委員には、その職務を行うために要する旅費を支給する。 

2  前項の旅費の額及び支給方法は、理事長が定める。 

第 3 章 役員及び職員 

（役員） 

第16条 連合会に役員として理事長、理事 8 人及び監事 3 人を置く。 

2  理事長並びに理事のうち 2 人及び監事のうち 1 人は、常勤とする。 

（役員の任期の起算日） 

第17条 役員の任期は、任命の日から起算する。 

（役員の報酬等） 

第18条 理事長並びに常勤の理事及び監事には、報酬を支給する。 

2  役員には、その職務を行うために要する旅費を支給する。 



3  第 1 項の報酬及び前項の旅費の額並びにその支給方法は、理事長が定める。 

（事務組織及び職員） 

第19条 連合会に事務局を置き、事務局長その他の職員を置く。 

2  事務局長その他の職員は、理事長が任免する。 

3  連合会の事務局の組織、職制及び職員に関し必要な事項は、理事長が定める。 

第 4 章 組合の退職等年金給付に係る掛金及び負担金の額等 

（組合の退職等年金給付に係る掛金及び負担金の額等） 

第20条 法第77条第 1 項に規定する付与率、同条第 3 項に規定する基準利率、法第89条

第 1 項に規定する終身年金現価率及び法第90条第 1 項に規定する有期年金現価率は、

それぞれ別表第 1 から第 4 に掲げる数値とし、法第113条第 2 項第 3 号の規定による

掛金及び当該掛金に係る負担金の額は、組合員の標準報酬の月額及び標準期末手当等

の額に、それぞれ別表第 5 に掲げる数値を乗じて得た額とする。 

第 5 章 厚生年金保険給付調整積立金及び退職等年金給付調整積立金 

（厚生年金保険給付調整積立金及び退職等年金給付調整積立金） 

第21条 組合（指定都市職員共済組合、市町村職員共済組合及び都市職員共済組合にあ

つては、市町村連合会。以下この条において同じ。）の厚生年金拠出金及び基礎年金

拠出金の負担、退職等年金給付並びに法第 116 条の 2 第 1 項に規定する財政調整拠出

金の拠出の円滑な実施を図るため、連合会に厚生年金保険給付調整積立金及び退職等

年金給付調整積立金（以下「調整積立金」という。）を設ける。 

2  前項の厚生年金保険給付調整積立金については法第38条の 8 第 2 項の規定により、

退職等年金給付調整積立金については法第38条の 8 の 2 第 2 項の規定により、それぞ

れ連合会に払い込まれた金額をもつて充てる。 

3  連合会は、法第38条の 8 第 3 項又は法第38条の 8 の 2 第 3 項の規定により、組合の

請求に基づき、当該組合の厚生年金拠出金及び基礎年金拠出金の負担又は退職等年金

給付（これらに係る組合の事務に要する費用（法第113条第 5 項の規定による地方公

共団体が負担するものを除く。）の負担を含む。）に要する資金が不足していると認め

られるときは、必要な資金をそれぞれの調整積立金から当該組合に交付する。 

第 6 章 財務 

（経費の分賦） 

第22条 連合会の業務に要する経費(退職等年金給付に係るものを除く。)は、組合（指

定都市職員共済組合、市町村職員共済組合及び都市職員共済組合にあつては、市町村



連合会。）が負担する。 

2  前項の規定により各組合が負担する金額は、毎事業年度の初日における当該組合の

組合員数（市町村連合会にあつては、指定都市職員共済組合、市町村職員共済組合及

び都市職員共済組合の組合員数）に、予算で定める組合員 1 人当たりの金額を乗じて

得た額とする。 

（資金の繰入れ） 

第23条 連合会は、地方公務員等共済組合法施行規則（昭和37年自治省令第20号）第11

条の 5 の 2 の規定により、連合会の事務に要する費用の額から法第 113 条第 5 項の規

定により地方公共団体が負担する額を勘案して総務大臣が定める額を控除して得た額

を限度として厚生年金保険給付調整経理及び退職等年金給付調整経理から業務経理に

繰り入れることができる。

（経理単位） 

第24条 連合会の経理単位は、厚生年金保険給付調整経理、退職等年金給付調整経理、

厚生年金拠出金経理、基礎年金拠出金経理、厚生年金保険預託経理、退職等年金預託

経理、介護保険経理、国民健康保険経理、後期高齢者医療経理、個人住民税経理及び

業務経理とする。 

（事業計画及び予算又は決算の公告） 

第25条 理事長は、事業計画及び予算の作成若しくは変更又は決算について運営審議会

の議を経たときは、当該事業計画及び予算又は決算の要旨を公告しなければならない。 

第 7 章 監査 

（監査） 

第26条 監事は、毎事業年度少なくとも 1 回以上期日を定めて、連合会の業務を監査す

るものとする。 

2  監事は、前項の規定による監査のほか、必要と認めた場合は臨時に連合会の業務を

監査する。 

3  監査は、連合会の財産、会計並びに現金及び物品の出納に関する書類帳簿等につい

て連合会の業務が法令の規定に基づいて適正に行われているかどうかを検査するもの

とする。 

（監査の立会） 

第27条 監事が監査を行う場合には、理事長及び出納役その他の出納職員は、監査に立

ち会うものとする。 



（監事の権限） 

第28条 監事は、出納役その他の出納職員に対して、現金及び預金通帳、帳簿、証ひょ

う書類その他の書類の提示並びに事実の説明等を求めることができる。 

（監査報告書） 

第29条 監事は、監査が終了したときは、遅滞なく、次に掲げる事項を記載した監査報

告書を作成し、これを理事長及び運営審議会に提出しなければならない。 

( )1  監査年月日 

( )2  監査の対象となった期間 

( )3  監査事項 

( )4  監査の結果の概況及び意見 

( )5  出納職員に対して直接注意した事項 

( )6  その他必要な事項 

附 則 

1  この定款は、昭和59年 4 月 1 日から施行する。 

2  被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律

(平成24年法律第63号。以下「一元化法」という。)附則第75条の 2 第 1 項に規定する

地方の組合の経過的長期給付を行う間、第 3 条第 1 項第 3 号中「及び退職等年金給付

組合積立金」とあるのは「、退職等年金給付組合積立金及び地方の組合の経過的長期

給付組合積立金」と、第 3 条第 1 項第 4 号及び第21条第 1 項中「及び退職等年金給付

調整積立金」とあるのは「、退職等年金給付調整積立金及び地方の組合の経過的長期

給付調整積立金」と、第21条第 1 項中「、退職等年金給付」とあるのは「、退職等年

金給付又は地方の組合の経過的長期給付」と、同条第 3 項中「又は退職等年金給付」

とあるのは「、退職等年金給付又は地方の組合の経過的長期給付」と、第23条中「及

び退職等年金給付調整経理」とあるのは「、退職等年金給付調整経理及び経過的長期

給付調整経理」と、第24条中「及び業務経理」とあるのは「、業務経理、経過的長期

給付調整経理及び経過的長期預託経理」として、これらの規定を適用する。 

3 一元化法附則第76条第1項に規定する拠出金の拠出を行う間、第3条第1項第7号中 

 「法第116条の2に規定する財政調整拠出金」とあるのは「法第116条の2に規定する財

　政調整拠出金及び被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を

　改正する法律(平成24年法律第63号。以下「一元化法」という。)附則第76条第1項に



規定する拠出金」と、「国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号）第102条の2に

規定する財政調整拠出金」とあるのは「国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128

号）第102条の2に規定する財政調整拠出金（一元化法附則第76条第1項後段の規定が

適用される場合を含む。）」と、前項の規定により読み替えられた第21条第1項中「財

政調整拠出金の拠出」とあるのは「財政調整拠出金及び一元化法附則第76条第1項に

規定する拠出金の拠出」として、これらの規定を適用する。 

附 則 

1  この変更は、昭和59年12月 1 日から施行する。 

2  変更後の第20条及び別表の規定は、昭和59年12月分以後の掛金及び負担金について

適用し、同年11月分以前の掛金及び負担金については、なお従前の例による。 

附 則 

この変更は、公告の日から施行し、変更後の地方公務員共済組合連合会定款の規定は、

昭和60年 3 月31日から適用する。 

附 則 

1  この変更は、昭和61年 4 月 1 日から施行する。 

2  変更後の定款附則第 2 項及び別表の規定は、昭和61年 4 月分以後の掛金及び負担金

について適用し、同年 3 月分以前の掛金及び負担金については、なお従前の例による。 

附 則 

この変更は、公告の日から施行し、昭和62年 4 月 1 日から適用する。 

附 則 

1  この変更は、平成元年12月 1 日から施行する。 

2  変更後の定款附則第 2 項及び別表の規定は、平成元年12月分以後の掛金及び負担金

について適用し、同年11月分以前の掛金及び負担金については、なお従前の例による。 

附 則 

この変更は、平成 2 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この変更は、平成 6 年 3 月28日から施行する。 

附 則 

1  この変更は、平成 6 年12月 1 日から施行する。ただし、第 3 条第 2 号、第 4 章の章

名及び第20条の改正規定は、平成 7 年 4 月 1 日から施行する。 

2  変更後の定款附則第 2 項及び別表の規定は、平成 6 年12月以後の掛金及び負担金に



ついて適用し、同年11月以前の掛金及び負担金については、なお従前の例による。 

附 則 

この変更は、平成 7 年 1 月 1 日から施行する。 

附 則 

1  この変更は、平成 9 年 4 月 1 日から施行する。 

2  厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成 8 年法律第82号）附則第 2 条第 2 項

に規定する調整交付金及び調整拠出金については、変更前の附則第 3 項の規定は、な

おその効力を有する。 

附 則 

この変更は、平成11年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この変更は、公告の日から施行し、平成12年 4 月 1 日から適用する。 

附 則 

この変更は、公告の日から施行し、平成13年 1 月 6 日から適用する。 

附 則 

1  この変更は、平成15年 4 月 1 日から施行する。 

2  変更後の定款第 3 条第 1 項第 2 号、第20条、附則第 2 項及び別表の規定は、平成15

年 4 月分以後の掛金及び負担金について適用し、同年 3 月分以前の掛金、特別掛金及

び負担金については、なお従前の例による。 

附 則 

この変更は、平成16年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

1  この変更は、平成16年10月 1 日から施行する。 

2  変更後の定款第20条、附則第 2 項及び別表の規定は、平成16年10月分以後の掛金及

び負担金について適用し、同年 9 月分以前の掛金及び負担金については、なお従前の

例による。 

附 則 

この変更は、平成19年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

1  この変更は、平成20年 4 月 1 日から施行する。ただし、次項に関する規定は公告の

日から施行する。 



2  変更後の定款第 3 条第 2 項については、その施行の日前においても、同項に規定す

る事業の実施に必要な準備行為をすることができる。 

附 則 

この変更は、平成20年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この変更は、公告の日から施行する。 

附 則 

この変更は、平成21年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

1 この変更は、平成21年 9 月 1 日から施行する。 

2 変更後の定款附則第 2 項及び別表の規定は、平成21年 9 月分以後の掛金及び負担金

について適用し、同年 8 月以前の月分の掛金及び負担金については、なお従前の例に

よる。 

附 則 

この変更は、公告の日から施行し、平成23年12月22日から適用する。ただし、第23条

の変更規定は、平成24年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

1 この変更は、平成27年10月 1 日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、

次項及び附則第 3 項の規定は、平成25年 4 月 1 日から施行する。 

2 連合会は、平成27年 9 月30日までの間、地方公務員等共済組合法及び被用者年金制

度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律の一部を改正する

法律（平成24年法律第97号）第 1 条の規定による改正後の地方公務員等共済組合法第

76条に規定する退職等年金給付に係る事業の実施に必要な準備行為を行う。 

3 連合会は、前項に規定する準備行為を行うため、当該準備行為に関する取引を経理

するための経理単位として退職等年金給付準備業務経理を設ける。 

4 連合会の前項に規定する退職等年金給付準備業務経理に係る権利及び義務は、施行

日において連合会の業務経理が承継する。 

附 則 

1 この変更は、平成26年 9 月 1 日から施行する。 

2 変更後の定款附則第 2 項及び別表の規定は、平成26年 9 月から平成27年 9 月までの

月分の掛金及び負担金について適用し、平成26年 8 月以前の月分の掛金及び負担金に



ついては、なお従前の例による。 

附 則 

1 この変更は、平成27年10月 1 日から施行する。ただし、第 2 条の規定は、公告の日

から施行する。 

2 変更前の定款第20条、附則第 2 項及び別表の規定は、平成27年 9 月までの月分の掛

金及び負担金について、なおその効力を有する。 

3 変更前の定款附則第 3 項の規定における平成27年10月以前の年金保険者たる共済組

合に係る拠出金については、なお従前の例による。 

4 変更前の定款第24条の規定における預託金管理経理で経理する資金に関する取引に

ついては、施行日以前に預託された全ての資金に係る管理が終了するまでの間、なお

従前の例による。 

附 則 

この変更は、平成27年 10 月 1 日から施行する。 

附 則 

1 この変更は、平成28年10 月 1 日から施行する。 

2 変更後の別表第 2 から別表第 4 までの規定は、平成28年10月以降の基準利率、終身

年金現価率及び有期年金現価率について適用し、同年 9 月以前に適用される基準利率、

終身年金現価率及び有期年金現価率については、なお従前の例による。 

附 則 

1 この変更は、平成29年10月 1 日から施行する。 

2 変更後の別表第 2 から別表第 4 までの規定は、平成29年10月以降の基準利率、終身

年金現価率及び有期年金現価率について適用し、同年 9 月以前に適用される基準利率、

終身年金現価率及び有期年金現価率については、なお従前の例による。 

附 則 

1 この変更は、平成30年10月 1 日から施行する。 

2 変更後の別表第 2 から別表第 4 までの規定は、平成30年10月以降の基準利率、終身

年金現価率及び有期年金現価率について適用し、同年 9 月以前に適用される基準利率、

終身年金現価率及び有期年金現価率については、なお従前の例による。 

附 則 

1 この変更は、令和元年10月 1 日から施行する。 

2 変更後の別表第 3 の規定は、令和元年10月以降の終身年金現価率について適用し、



同年 9 月以前に適用される終身年金現価率については、なお従前の例による。 

附 則 

この変更は、令和 2 年 5 月 7 日から施行する。 

附 則 

1 この変更は、令和 2 年10月 1 日から施行する。 

2 変更後の別表第 2 から別表第 4 までの規定は、令和 2 年10月以降の基準利率、終身

年金現価率及び有期年金現価率について適用し、同年 9 月以前に適用される基準利率、

終身年金現価率及び有期年金現価率については、なお従前の例による。 

附 則 

この変更は、公告の日から施行し、令和 3 年 2 月18日から適用する。 

附 則 

この変更は、令和 4年 4月 1日から施行する。 

附 則 

1 この変更は、令和 4 年10月 1 日から施行する。 

2 変更後の別表第 2 から別表第 4 までの規定は、令和 4 年10月以降の基準利率、終身

年金現価率及び有期年金現価率について適用し、同年 9 月以前に適用される基準利率、

終身年金現価率及び有期年金現価率については、なお従前の例による。 

附 則 

1 この変更は、令和 5 年10月 1 日から施行する。 

2 変更後の別表第 2 から別表第 4 までの規定は、令和 5 年10月以降の基準利率、終身

年金現価率及び有期年金現価率について適用し、同年 9 月以前に適用される基準利率、

終身年金現価率及び有期年金現価率については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この変更は、令和６年10月 1 日から施行する。 

２ 変更後の別表第２から別表第４までの規定は、令和６年10月以降の基準利率、終身

年金現価率及び有期年金現価率について適用し、同年 9 月以前に適用される基準利率、

終身年金現価率及び有期年金現価率については、なお従前の例による。 

別表第 1 （第20条関係） 

付与率 1.50% 



別表第 2 （第 20条関係） 

基準利率 0.26% 

別表第 3 （第20条関係） 

年齢 
終身年金    

現価率 
年齢 

終身年金    

現価率 
年齢 

終身年金    

現価率 
年齢 

終身年金 

現価率 

59歳 27.982427 74歳 15.979642 89歳 6.053526 104歳 1.896596 

60歳 27.162255 75歳 15.213114 90歳 5.588673 105歳 1.780933 

61歳 26.345930 76歳 14.455568 91歳 5.156682 106歳 1.674277 

62歳 25.534024 77歳 13.708135 92歳 4.757972 107歳 1.575692 

63歳 24.727120 78歳 12.971234 93歳 4.386458 108歳 1.484152 

64歳 23.925537 79歳 12.245872 94歳 4.042979 109歳 1.398322 

65歳 23.129448 80歳 11.533766 95歳 3.727735 110歳 1.315993 

66歳 22.339294 81歳 10.836633 96歳 3.441363 111歳 1.232531 

67歳 21.521525 82歳 10.156241 97歳 3.181314 112歳 1.136628 

68歳 20.710074 83歳 9.494539 98歳 2.943427 113歳 0.997693 

69歳 19.905235 84歳 8.853768 99歳 2.725812 114歳 0.726227 

70歳 19.107767 85歳 8.236461 100歳 2.526846 115歳 

以上 

0.541504 

71歳 18.317324 86歳 7.645279 101歳 2.345182 

72歳 17.532746 87歳 7.082924 102歳 2.179801 

73歳 16.753353 88歳 6.551770 103歳 2.030177 

別表第 4 （第 20条関係） 

支給 

残月数 

有期年金 

現価率 

支給 

残月数 

有期年金 

現価率 

支給 

残月数 

有期年金 

現価率 

支給 

残月数 

有期年金 

現価率 

1月 0.083315 61月 5.048848 121月 9.950329 181月 14.788585 

2月 0.166595 62月 5.131053 122月 10.031474 182月 14.868683 

3月 0.249874 63月 5.213258 123月 10.112618 183月 14.948781 

4月 0.333117 64月 5.295427 124月 10.193728 184月 15.028844 

5月 0.416360 65月 5.377597 125月 10.274837 185月 15.108907 



6月 0.499567 66月 5.459731 126月 10.355912 186月 15.188936 

7月 0.582775 67月 5.541865 127月 10.436986 187月 15.268965 

8月 0.665946 68月 5.623963 128月 10.518026 188月 15.348959 

9月 0.749117 69月 5.706061 129月 10.599065 189月 15.428953 

10月 0.832252 70月 5.788124 130月 10.680069 190月 15.508912 

11月 0.915387 71月 5.870187 131月 10.761074 191月 15.588872 

12月 0.998487 72月 5.952214 132月 10.842043 192月 15.668796 

13月 1.081586 73月 6.034242 133月 10.923012 193月 15.748721 

14月 1.164649 74月 6.116234 134月 11.003946 194月 15.828611 

15月 1.247713 75月 6.198225 135月 11.084880 195月 15.908502 

16月 1.330740 76月 6.280182 136月 11.165780 196月 15.988357 

17月 1.413767 77月 6.362138 137月 11.246679 197月 16.068213 

18月 1.496759 78月 6.444059 138月 11.327543 198月 16.148034 

19月 1.579750 79月 6.525980 139月 11.408407 199月 16.227855 

20月 1.662706 80月 6.607865 140月 11.489236 200月 16.307642 

21月 1.745661 81月 6.689751 141月 11.570066 201月 16.387428 

22月 1.828581 82月 6.771601 142月 11.650860 202月 16.467180 

23月 1.911500 83月 6.853451 143月 11.731654 203月 16.546932 

24月 1.994384 84月 6.935265 144月 11.812413 204月 16.626650 

25月 2.077268 85月 7.017080 145月 11.893173 205月 16.706367 

26月 2.160116 86月 7.098859 146月 11.973897 206月 16.786050 

27月 2.242964 87月 7.180638 147月 12.054621 207月 16.865733 

28月 2.325776 88月 7.262382 148月 12.135311 208月 16.945382 

29月 2.408588 89月 7.344126 149月 12.216000 209月 17.025031 

30月 2.491364 90月 7.425835 150月 12.296655 210月 17.104645 

31月 2.574140 91月 7.507543 151月 12.377309 211月 17.184259 

32月 2.656880 92月 7.589216 152月 12.457929 212月 17.263838 

33月 2.739621 93月 7.670889 153月 12.538548 213月 17.343418 

34月 2.822325 94月 7.752527 154月 12.619133 214月 17.422963 

35月 2.905030 95月 7.834165 155月 12.699718 215月 17.502509 



36月 2.987699 96月 7.915767 156月 12.780267 216月 17.582019 

37月 3.070368 97月 7.997370 157月 12.860817 217月 17.661530 

38月 3.153001 98月 8.078937 158月 12.941332 218月 17.741007 

39月 3.235634 99月 8.160504 159月 13.021847 219月 17.820483 

40月 3.318231 100月 8.242036 160月 13.102327 220月 17.899925 

41月 3.400828 101月 8.323568 161月 13.182808 221月 17.979367 

42月 3.483390 102月 8.405064 162月 13.263253 222月 18.058775 

43月 3.565951 103月 8.486561 163月 13.343698 223月 18.138182 

44月 3.648477 104月 8.568022 164月 13.424109 224月 18.217556 

45月 3.731003 105月 8.649483 165月 13.504519 225月 18.296929 

46月 3.813493 106月 8.730909 166月 13.584895 226月 18.376268 

47月 3.895983 107月 8.812336 167月 13.665271 227月 18.455607 

48月 3.978438 108月 8.893726 168月 13.745612 228月 18.534911 

49月 4.060892 109月 8.975117 169月 13.825953 229月 18.614216 

50月 4.143311 110月 9.056473 170月 13.906259 230月 18.693486 

51月 4.225730 111月 9.137828 171月 13.986565 231月 18.772757 

52月 4.308113 112月 9.219149 172月 14.066836 232月 18.851993 

53月 4.390496 113月 9.300469 173月 14.147108 233月 18.931229 

54月 4.472843 114月 9.381754 174月 14.227345 234月 19.010430 

55月 4.555191 115月 9.463040 175月 14.307581 235月 19.089632 

56月 4.637503 116月 9.544290 176月 14.387783 236月 19.168800 

57月 4.719814 117月 9.625540 177月 14.467985 237月 19.247967 

58月 4.802091 118月 9.706755 178月 14.548153 238月 19.327100 

59月 4.884367 119月 9.787970 179月 14.628320 239月 19.406233 

60月 4.966607 120月 9.869149 180月 14.708452 240月 19.485332 



別表第 5 （第20条関係） 

標準報酬の月額及び標準期末手当等 

の 額 と 掛 金 と の 割 合 

標準報酬の月額及び標準期末手当等 

の 額 と 負 担 金 と の 割 合 

1,000分の7.5 1,000分の7.5 


